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　心の旅の会「市民精神医療研究所」
　寺澤　暢紘　様

北海道保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課長　

長年放置されている精神障害を理由とする制限条項の撤廃を求める要請書への回答について
　障がい者福祉施策の推進につきましては、日頃より多大なる御尽力を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、２０２２年１２月２１日付けで送付のあった要請書について、次のとおり回答をさせていただきます。
記
１　精神障がい者への制限条項が長年放置され存続していた理由について
　　各市町村の障がい福祉主管課（係）等においては「障害者差別解消法」及び「北海道障がい者条例」の趣旨を理解していただいておりましたが、議会・庁舎管理等の主管課（係）等との連携が必ずしも十分ではなく、行政内部での指摘が行われなかったことが理由と考えております。
　　なお、該当条文が現存する市町村においては、早急に見直しを進め、令和５年度末までに改正予定と確認しております。

２　精神病の無理解等による、精神障がい者の差別偏見を取り除く対応策について
　　道では、障がいを理由とする差別のない地域づくりを推進するため、障害者差別解消法や北海道障がい者条例などの趣旨を、広く道民に対し普及啓発しているところです。
　　なお、教育場面での障がい教育、法の趣旨理解に活用してもらうための学校教育教材を作成し、全道の小中学校に配布し普及啓発を進めています。
　　今年度の北海道障がい者が暮らしやすい地域づくり推進本部会議では、外部本部員より「精神障がいなどの外見では分かりにくく、求められる合理的配慮も非定型的なものである場合が多い障がいに対する理解はまだ十分に進んでおらず、それらの障がいについて特性自体の理解を広めることが重要」との意見をいただいております。
また、今年度開催した「障害者差別解消法道民フォーラム」では精神障がい当事者でピアサポーターの方に御登壇いただくなど、精神障がいをはじめとする、目に見えにくい障がいについての理解促進に重点を置いているところです。
　　今後も本道では、「障がいのある方々が当たり前に暮らせる地域は、誰にとっても暮らしやすい地域である」という北海道障がい者条例の基本方針のもと、引き続き、多様な価値観を尊重し合う社会実現に向けて、各種の取組を進めてまいります。

３　前記事項の道民への公表方法について
　　結果の公表予定はありませんが、該当条文が現存する市町村に対しては、改正の動向を注視するとともに、差別・虐待・権利擁護に関する事項等を協議することを目的として１４（総合）振興局に設置している「障がい者が暮らしやすい地域づくり委員会」で協議するなど、道として改善のための指導・助言を進めてまいります。
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